
大和郡山市長　　上　　田　　　清

第１　入札に付する事項

（１） 工事名

（２） 工事場所

（３） 概　要

（４） 工事期間 大和郡山市議会の議決後 まで

（５） 予定価格 円（内、消費税等相当額 円）

（６） 最低制限価格 円（内、消費税等相当額 円）

（７） 入札方法

第２　競争入札参加資格

1 登録業種

2 登録等級

3 事業所の所在地に関する条件

4
共同企業体
の構成員に
関する条件

5

名　　称 所在地

6

①

②

③

④

⑤

7 その他

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧
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大和郡山市に継続して１年以上、当該登録業種の参加資格を有していない者は本入札に参加することはできません。

請負者は石綿作業主任者技能講習を修了した者(平成18年3月までに特定化学物質等作業主任技能講習を修了した者を含
む)のうちから、石綿作業主任者を選任しなければなりません。

令和7年7月25日

大和郡山市建設工事等競争入札参加登録業者で、電子入札システムへの利用者登録が完了（特定建設工事共同企業体（以
下「共同企業体」という。）で参加する場合は代表者が完了）し、公告日現在、次に掲げる条件をすべて満たして競争入
札資格の確認を受けた者のみが、この入札に参加することができます。

建築一式（１年以上、継続して登録）

Ａの単独又はＡ･Ｂの共同企業体

大和郡山市内に建設業法第３条第１項に規定する本店を有すること。

¥229,900,000 ¥20,900,000

¥211,508,000 ¥19,228,000

電子入札【条件付一般競争入札】

仕様書のとおり

入　　　　札　　　　公　　　　告

下記の工事について、次のとおり条件付一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の６
の規定により公告します。

令和6年5月14日

市立片桐中学校トイレ全面改修工事

大和郡山市小泉町地内

・代表者はＡ等級の者、構成員はＢ等級の者
・代表者は、過去１５年以内に「建築一式工事」の元請実績を有すること。
・構成員の出資比率は、構成員数が２の場合は３０％以上、構成員数が３の場合は２０％以上、構成員数が
４の場合は１５％以上、構成員数が５の場合は１２％以上であること。ただし、代表者の出資比率は、構成
員中最大又は最大と同比率であること。
・各構成員は２以上の共同企業体の構成員になることはできません。

設計業務の受託者との関連に関する条件
次に掲げるこの入札に係る設計業務の受託者と資本又は人事面に於いて
関連がある者でないこと。

（株）溜谷設計 奈良県天理市田部町１６

配置技術者等に関する条件

現場代理人及び建築工事業に係る資格を有する主任技術者（共同企業体においては、すべての構成員毎）等を、この工
事の施工期間中各１名配置すること。なお現場代理人及び主任技術者等は兼ねることができる。

監理技術者を置くことが必要な工事にあっては、「監理技術者資格者証」及び「監理技術者講習修了証」の交付を受け
ている者、又はこれに準ずる者。なお、共同企業体の場合、代表者において監理技術者を配置すること。

現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐するものとする。

現場代理人は、他の工事の現場代理人又は技術者との兼任はできません。（ただし、一体性及び工期の一部重複等が認
められる本体工事に付随する随意契約を除く。）

現場代理人、主任技術者及び監理技術者等においては、入札執行の日以前に３ヶ月以上の雇用関係にある者。

地方自治法施行令（昭和22年５月３日政令第16号）第167条の４の規定に該当する者でないこと。

申請資料等の提出日、競争入札参加資格確認時点並びにその後入札執行日までの間において、大和郡山市建設工事等請
負契約に係る入札参加停止措置要領による入札参加停止措置を受けていないこと。

会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前
の例によることとされる更生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和27年法
律第172号）第30条の規定する更生手続開始の申立を含む。）をしていない者又は申立てをなされていない者。ただし、
同法に基づく更生手続開始の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生手続開始決定を含む。）を受けた者について
は、更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立をなされなかった者とみなします。

平成12年３月31日以前に民事再生法（平成11年法律第225号）附則第２条による廃止前の和議法（大正11年法律第72号）
第12条第１項の規定による和議開始の申立てをしていないこと。

平成12年４月１日以降に民事再生法第21条の再生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者。た
だし、同法に基づく再生手続開始の決定を受けた者であっても、再生計画の認可の決定を受けた者については、再生手
続開始の申立てをしなかった者又は申立がなされなかった者とみなします。

大和郡山市建設工事等暴力団排除措置要綱の別表に掲げる措置要件の第１項から第５項までのいずれかに該当する者で
ないこと。



第３　競争入札参加資格の確認（１）

２.提出期間　令和６年５月１４日　８時　から　令和６年５月２３日　１７時まで

電子入札システム稼働時間は８時～２０時 （土･日曜､祝日､12月29日～1月3日を除く）

第４　競争入札参加資格の確認（２）【共同企業体の結成】

第５　入札書の提出方法

第６　競争入札参加手続き等

から

まで

質問の方法
９時から１２
時まで

８時から

15:00

9:05

第７　本契約の成立

第８　大和郡山市公契約条例に関する明示
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この工事の入札に参加しようとする共同企業体は、電子入札システム及び持参にて次の申請書及び資料等を市長に提出

し、競争入札参加資格があることの確認を受けなければなりません。

１.電子入札システム上の競争参加資格確認申請書に添付して提出する申請書

　(1)共同企業体条件付一般競争入札参加資格確認申請書(様式第２号。市ホームページからダウンロードできます)

　    (電子入札システム上で提出する際には、印及び添付書類は不要）

２.持参により提出する申請書及び資料等(各様式は市ホームページからダウンロードできます）

　(1)共同企業体条件付一般競争入札参加資格確認申請書(様式第２号)

　(2)特定建設工事共同企業体協定書(様式第３号)

　(3)経営事項審査結果及び設計業務受託者との関係を示す書類(様式第４号)

　(4)工事実績報告書(様式第５号)

　(5)配置予定技術者の資格・工事経歴報告書(様式第６号)

　(6)誓約書(様式第７号)

　(7)委任状

入札者は本公告第６に示す入札書の到達期限日時までに工事内訳書（ホームページからダウンロードできます。）を添付
し、電子入札システム上で入札書を提出すること。

３.提出期間及び場所

　　（電子入札システム）　令和６年５月１４日　８時　から　令和６年５月２３日　１７時まで

　　　　　電子入札システム稼働時間は８時～２０時 （土･日曜､祝日､12月29日～1月3日を除く）

　　（持参）令和６年５月１４日　から　令和６年５月２３日　まで

　　　　　　大和郡山市役所３階　入札検査課　９時～１７時 （土･日曜､祝日､12月29日～1月3日を除く）

設計図書の閲覧・貸与

（2）契約書には、「公契約約款特約条項」を添付します。

この工事の入札に単独で参加しようとする者は、市長が定める条件付一般競争入札参加申請書を、電子入札システム上で

市長に提出しなければなりません。

１.電子入札システム上の競争参加資格確認申請書に添付して提出する申請書

　(1)条件付一般競争入札参加申請書(指定の様式。市ホームページからダウンロードできます)

令和6年5月14日
市役所の休日を除き、８時３０分
から１７時まで入札検査課で行い
ます（貸出は半日単位（９時～１
２時、１３時～１７時）です。）
またホームページにも掲載してい
ます。

令和6年6月4日

手続き等 期間・期日・期限 場　　　　所

※指定の質問書（ホームページか
らダウンロードできます。）によ
り事業担当課へ持参すること。

令和6年5月28日 教育総務課

質問の回答
ホームページに掲載。（質問・回
答がない場合はホームページへの
掲載はありません）

令和6年5月30日 １３時から

（1）この工事の契約については、大和郡山市議会の議決を要しますので、議決があるまでの間は仮契約とし、
     議決を得たときに契約が成立するものとします。

（2）落札決定後、議会の議決までの間に落札者または構成員の一部が入札参加資格の制限または入札参加停止を
     受けた場合は、仮契約を締結せず、仮契約を締結しているときは解除します。

（1）この契約は、大和郡山市公契約条例（平成26年12月大和郡山市条例第21号）第2条に規定する公契約に該当し
　　 ます。

2024/6/5

入札書の受付開始日時 令和6年5月27日 ※システム稼働時間は８時～２０
時（土・日曜、祝日、12/29～1/3
を除く）入札書の到達期限日時 令和6年6月4日

開　札　日　時 令和6年6月5日 入札検査課内

（3）この契約の受注者となった者は、大和郡山市公契約条例、大和郡山市公契約条例施行規則（平成27年3月大和郡
     山市規則第9号）を遵守し、履行しなければなりません。



第９　その他

○入札執行回数 入札執行回数は、１回とします。

○入札保証金 免除します。

○契約保証金

1

2

①

②

③

④ 監理技術者資格者証の写し（記載事項に変更がある場合は、裏面も。）

⑤

⑥

⑦ 最新年分の給与所得の源泉徴収票の写し

3

○ 契約の不締結

○その他

1

2

3

4

5

問い合わせ先 大和郡山市役所都市建設部　入札検査課　入札係　

電話　０７４３－５３－１１５１（内線６２３）

電子入札システムの操作方法について 電子調達コールセンター

電話　０５７０－０１１－３１１ 利用可能時間　９時～１８時まで（土・日曜、祝日、１２月２９日～１月３日を除く）

ホームページアドレス

2

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し、又は所管公共職業安定所長が証明
した事業所別被保険者台帳の写し

最新年分の所得税の確定申告書の写し

虚偽等が明らかになった場合は、入札参加停止措置等を行う場合があります。

契約保証金は、請負金額の１０％以上とし、契約締結までに手続きを完了すること。現金による場合は契約を締結する
際に納付すること。ただし、大和郡山市契約規則第２２条各号に該当する場合は、その全部又は一部が免除されます。
なお、設計金額５，０００万円以上の建設工事については同条第３号の規定による免除は適用されません。

○配置技術
者等の確認

配置技術者等の資格を確認するため、「現場代理人及び主任（監理）技術者選任（変更）届」を
提出する際に下記の書類を提出すること。

国家資格等の保有者については、その資格を証する免状等の写し。監理技術者につ
いては監理技術者資格者資格者証及び監理技術者講習修了証の写し（記載事項に変
更がある場合は、裏面も）。なお、実務経験のみの主任技術者については、通算し
て所定の年数を超える実務経験（期間、件名等）等が記載された経歴書。

現場代理人及び配置技術者等の雇用関係を確認するため、「現場代理人及び主任（監理）技術者
選任（変更）届」を提出する際に本人の雇用に関する経歴書および下記の①～⑦の書類のいずれ
か１つを提出すること。なお、現場代理人又は配置技術者等が個人企業の事業主もしくは法人の
代表者の場合は提出の必要はありません。

法人における取締役の場合は、登記事項証明書（履歴事項全部証明書又は現在事項
全部証明書）の写し

健康保険被保険者証（氏名、資格取得年月日、事業所名称が明記されているもの。
市町村の国民健康保険被保険者証、後期高齢者医療被保険者証は不可）又は健康保
険・厚生年金被保険者標準報酬月額決定通知書の写し。若しくは事業所及び被保険
者の社会保険加入についての所管年金事務所長の証明の写し。なお、保険者番号及
び被保険者等記号・番号については、復元できない程度にマスキング等を施してく
ださい。

https://www.city.yamatokoriyama.lg.jp/shigoto_sangyo/nyusatsu_keiyaku/kensetsu/index.html
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　「建設工事・建設工事等に係る業務委託等入札のお知らせ」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「入札関係書類（工事）」

2024/6/5

この公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格の無い者が行った入札、虚偽の申請を行った者の入札、及び入札
心得又は入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

書類作成及び提出に係る費用は、入札者の負担とします。なお、提出された書類は返却しません。

開札の結果、予定価格と最低制限価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者（落札候補者）と
します。予定価格と最低制限価格の範囲内で最低の価格をもって同価格の入札をした者が２人以上あった場合は、「く
じ」により落札者（落札候補者）を決定します。「くじ」は電子入札システムにより行います。なお、開札立会を希望
する入札者は指定の開札立会申請書（ホームページからダウンロードからできます。）を開札日の前日の８時３０分か
ら１２時（正午）までの間にＦＡＸにて提出してください。

落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の「１００分の１０」に相当する金額を加算した額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は消費税及び
地方消費税にかかる課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の「１１０分の１００」に
相当する金額を入札書に記載すること。

一度提出された入札書を引き換え、変更し、又は取り消すことはできません。

落札決定後、契約締結までの間に、大和郡山市建設工事等暴力団排除措置要綱の別表に掲げる措置要件のいずれかに該
当すると認められたときは、契約を締結しません。

市町村が作成した最新年の住民税特別徴収税額決定・変更通知書（特別徴収義務者
用）の写し


